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【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 事務事業の類型

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような
状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標
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種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【評価】

評価ランク 今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ） （拡充、継続、改善継続、縮小、廃止）
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健やかにいきいきと暮らせるまち

子どもが健やかに生まれ育つ環境の充実

子育て家庭への支援

地域における子育て支援

子育て世代親元近居等支援事業

健康福祉局

子育て支援課

087-839-2354

市

平成 年度～28

特別重点 ②ソフト事業（法律による実施義務無）

助成事業申請件数（市内）

助成事業申請件数（市外）

件

件

事業成果世帯数 件

平成 年度（ 年度決算分）29 28

H26 H27 H28 H30

H26 H27 H28 H30

H30H28H27H26

　国の総合戦略政策の結婚・出産・子育て支援施策に掲げられた「三世代同居・近居支援」を勘案し、たかまつ創生総合戦略の
人口減少対策施策として、子どもを安心して生み育てられ、また、高齢者等が安心して暮らせる環境づくりを目指し、親世帯と
同居又は同一小学校区に近居する子育て世帯に対し、転居等の費用の一部を助成する。

１助成対象…①賃貸：賃貸借契約に要する費用（仲介手数料、礼金等）②新築：不動産登記費用等③その他：転居に要する費用

小学生以下の子どもを扶養している子ども世帯と、子どもの保護者の父母あるいはその祖父母等

親世帯との同居や同一小学校区への近居にかかる経費を助成することにより、核家族化を抑制するとともに、子ど
もを安心して生み育てられ、また、高齢者等が安心して暮らせる環境づくりの創出を推進する。

県外からの転入者の申請が伸び悩み、目標に
は至らなかった。

平成 年度31

H29

H29

H29

年度29 （引っ越し費用等）
２助成額…上記「①及び③」又は「②及び③」の費用の２分の１と、助成限度額１０万円（市外からの転居にあっては２０万円
）を比較して低い額

％88.0

点30

平成 年度（決算）26 平成 年度（決算）27 平成 年度（決算）28 平成 年度（予算）29

13,435 17,851

5,584 10,000

7,851 7,851

Ａ 継続

市外からの転入による当該事業利用者が少ない。今後は、事業の周知方法を再検討する。
また、利用者にアンケート調査を実施し、その結果を踏まえ、子育ての負担の軽減やワーク・ライフ・バランスの実現など、様々な社会的問
題の解決に繋げる。

引き続き事業を実施するとともに、市外在住者に対する周知方法を検討する。
また、利用者にアンケート調査を実施し、その結果を踏まえ、子育ての負担の軽減やワーク・ライフ・バランスの実現など、様々な社会的問
題の解決に繋げる。
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